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研究成果の概要（和文）：　2013年12月に人口階層別に無作為抽出した全国898市町村を対象に自治体調査を実施し、3
35件(37.3%)の有効回答を得た。
　分析を行った結果、困難を抱える家庭に対する支援が十分に実施できていない自治体、子育て支援を行うための部局
間連携が十分にできていない自治体が多いという実態が明らかになった。今後の子育て支援施策は、特に貧困対策との
関連から、部局間連携をさらに進めることが求められる。

研究成果の概要（英文）： We could get 335 (37.3 %) samples of 898 municipalities, by the survey in 
December 2013.
　It became clear that there are not fully implement support for the high risk home, and many 
municipalities have not made the inter-departmental collaboration system for the child-rearing support.
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１．研究開始当初の背景 
(1) 2003年に制定された次世代育成支援対策
推進法に基づき、各自治体による総合的な子
育て支援施策である「地域行動計画」が策定
され、2005 年度から 10 年間にわたる計画
が実施されていたが、政治経済情勢や自治体
の財政事情等の問題に自然災害の影響も加
わり、子育て環境は一段と深刻化し、各自治
体の子育て支援施策にも大幅な見直しが必
要となっていた。 
(2) 子育て支援施策に関する研究上の背景と
して、本研究の共同研究者が関わって 2002 
年度から４年間行われた「男女共同参画社会
を支える地域子育て支援ネットワークに関
する学際的基礎研究」（課題番号 14310123）
（研究代表者：村山祐一）がある。2004 年
に実施した「保育・子育てに関する全国 3 万
人調査」で、乳幼児を育てている父母の生活
実態や意識、保育・子育て支援に携わってい
る保育者の労働実態等を全国規模で浮き彫
りにするとともに、その後の地域レベルの臨
床的調査の基礎的指標となりうるデータを
収集することができた。 
これに続き 2007 年度から上記研究と同じ
チームが取り組んだ「格差社会における子育
て支援ネットワークのあり方と保育者の役
割に関する総合的研究」（課題番号
19330179）がある。これは、上記の「全国 3 
万人調査」から 5 年後の 2009 年に経年調査
を行うとともに、「格差社会」に視点を当て
て対象者の経済状態などに関する調査内容
を充実させ、対応策として期待される子育て
支援ネットワークのあり方と、その拠点施設
となる保育所・幼稚園における保育者の役割
に関して課題と可能性を明らかにした。 
さらに同チームは、2008 年度から 2010 
年度にかけて「格差社会における自治体の子
育て支援施策に関する多分野横断型研究」
（課題番号 20653034、研究代表者：望月彰）
を行った。これは、「保育・子育てに関する
全国 3 万人調査」をベースに、子育て支援行
政を担う自治体の側に焦点を当て、全国自治
体（約 1,800 の区市町村）の子育て支援担当
部署を対象に、子育て支援施策の全国的実状
や課題を明らかにした。 
 
２．研究の目的 
次世代育成支援対策推進法に基づき各自
治体が策定した「地域行動計画」の実施状況
を分析し、変動する政治経済情勢や自治体の
財政事情さらに自然災害の影響などをふま
えて、各自治体における子育て支援施策の課
題や達成の見通しについて解明することを
目的とした。これにより、次世代育成支援対
策推進法の期限が切れる 2015 年度以降にお
ける自治体の効果的な子育て支援施策に関

する基本的視点を提起したいと考えた。 
 
３．研究の方法 
先行研究をふまえ、本研究では以下の 3点
を重点的に解明すべき視点として設定した。 
(1) 自治体内における部局間連携に関わる問
題：とりわけ子育て支援施策の推進をめぐる
福祉行政と教育行政との連携については、多
くの自治体において課題とされており、その
あり方に関する見通しを提起する。 
(2) 自治体間の連携に関わる問題：たとえば
保健・医療行政について広域化が進む中で自
治体独自の支援施策のあり方が問われてい
ることなどに見通しを提起する。 
(3) ひとり親、外国籍その他の孤立しがちな
家庭に対する支援のあり方：その探求により、
児童虐待の防止や安心して子育てができる
地域づくりに見通しを提起する。 
また、研究の方法としては、多分野にわた
る研究者の連携を活かしながら、次の 4つの
柱で進めた。 
(1) 本研究の先行調査によって蓄積された豊
富なデータの分析をさらに進める。 
(2) 優れた成果を出している自治体あるいは
対応困難な課題に直面している自治体など
特徴的な自治体を抽出して臨床的な地域調
査を行う。 
(3) 次世代育成支援行動計画最終年度を経て
報告される全国自治体の成果を収集する。 
(4) 共同討議、学会発表、シンポジウムなど
を通して、その成果に関する総合的・多角的 
な分析を行う。 
 
４．研究成果 
 2013年 12月に人口階層別に無作為抽出し
た全国898市町村を対象に自治体調査を実施
した結果、335件(37.3%)の有効回答を得た。 
 分析を行った結果、困難を抱える家庭に対
する支援が十分に実施できていない自治体、
子育て支援を行うための部局間連携が十分
にできていない自治体が多いという実態が
明らかになった。今後の子育て支援施策は、
特に貧困対策との関連から、部局間連携をさ
らに進めることが求められる。 
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